
２か所から給与の支払を受けている方の記載例 

○ 手順等については、記載例において表示している「令和２年分 所得税及び復興特別所得税の確定申告

の手引き 確定申告書Ａ用」の該当ページを参照してください。

国
税

年末調整を受けた給与所得のほかに年末調整を受けていない 
給与所得がある方の場合 

手順１ 
９ページ参照 

手順２ 

１０ページ参照 

手順３ 
１５ページ参照 手順５ 

２９ページ参照 

還付される税金

がある方のみ記

入します。

手順４ 
２５ページ参照 

【第一表】 
マイナンバー（個

人番号）を必ず記

入してください。 

国税庁ＨＰ確定申告書等作成コーナーで作成できます。 

なお、スマートフォンで申告することもできます（こちらをご覧ください。）。 
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手順５ 
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該当する事項が

ある方のみ記入

します。

1 4 1 3 3 0 0

（給与に関する事項） 

○給与収入（年末調整済） 7,140,000 円 

○給与収入 5,400,000 円 

1 0 7 3 1 9 6

1 0 5 0 0 0

2 1 0 0 0

4 8

合計所得金額が 1,000 万円以上の場合配偶者（特別）控除を受けることはできません。 

0
明治・・「1」 

大正・・「2」 

昭和・・「3」 

平成・・「4」 

令和・・「5」 

○ ○ 
３ ２ 16 

1 0 5 9 0 0 0 0

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2020/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2020/index.htm
https://www.keisan.nta.go.jp/kyoutu/ky/sm/top#bsctrl
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2020/kisairei/sp/index.htm
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○ 年末調整を受けた給与を有する方は、控除額が年末調整を受けた金額と全て同じ場合は、第二表の

該当欄の記入を省略することができます。 

※ 配偶者控除又は扶養控除について、控除額が年末調整を受けた金額と異なるため第二表に記入が必要な場合

には、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族のマイナンバー（個人番号）も記入する必要があります。 

○ 「配偶者や親族に関する事項」の「同一」欄(※１)及び「16」欄(※２)について、記入の対象となる方の

マイナンバー（個人番号）を記入する必要があります。 

※１ 申告される方の合計所得金額が 1,000 万円を超える場合で、同一生計配偶者がいるときに記入が必要です。 

※２ 申告される方に 16 歳未満の扶養親族がいる場合に、記入が必要です。 
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【第二表】 

① -１ 

 

② -２ 

2  

国税  太郎  
ｺ ｸ ｾ ﾞ ｲ     ﾀ ﾛ ｳ  

〇〇市△△町Ｘ－ＸＸ－Ｘ 

給 与  

〇〇産業株式会社 

〇〇区〇〇 ×－×－× 
7,140,000 233,900 

２８ページ参照 1,609,100 

X X X X X X X X X X X X  56 7 25 国税 良子 

〇〇商会株式会社 

〇〇区△△町 ×－×－× 

給 与  

5,400,000 1,375,200 

○ 令和２年分から、「所得金額調整控除」が新設されました（手引き 10 ページ参照）。 
 次の①若しくは②のいずれか、又は両方に該当する場合は、控除が適用されます。 

 

① 申告される方の給与等の収入金額が、850 万円を超え、申告される方、同一生計配偶者若しくは扶養親族

のいずれかが特別障碍者である場合、又は 23 歳未満の扶養親族がいる場合 

② 申告される方に給与所得と公的年金等に係る雑所得がある場合で、給与所得控除後の給与等の金額と公的

年金等に係る雑所得の金額の合計額が 10 万円を超える場合 

 

合計所得金額が 1,000 万円以上の場合、 

・  配偶者控除を受けることはできません。 

・  同一生計配偶者がいるときには、「配偶者や親族に関す

る事項」欄の最上段の行に配偶者の氏名・マイナンバー（個

人番号）等の記載が必要です。 

② -１ ③ -１ 

 

③ -２ 

 

① -２ 

 

給 与  

給 与  

手順３ 
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手順３ 
１５ページ 

参照 

源泉徴収分 

源泉徴収分 

源泉徴収分 

源泉徴収分 

源泉徴収分 

源泉徴収分 
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（参考）給与所得の源泉徴収票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 源泉徴収票等の添付又は

提示は不要です。なお、申告

書等には、源泉徴収票等の

内容を記載する必要がありま

す。税務署等で申告書等を作

成する場合には、源泉徴収票

等が必要ですので、忘れずに

お持ちください。 

（１か所目） 

（２か所目） 

① -１ 

 

① -２ 

 

② -１ 

② -２ 

③ -１ 

 

③ -２ 
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